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主
要
科
目
」
・
「

　
千
円
単
位 
で
記
載
し
て
く
だ
さ
い
。

法人事業概況説明書

　別添「法人事業概況説明書の書き方」を参考に記載し、法人税申告書等に一部添付して提出してください。
なお、記載欄が不足する項目につきましては、お手数ですが、適宜の用紙に別途記載の上、添付願います。

整 理 番 号

法

人

名

屋号( ) 事 業

年 度

自

至

年

年

月

月

日

日

税 務 署

処 理 欄

こ
の
用
紙
は
と
じ
こ
ま
な
い
で
く
だ
さ
い

電 話
（自社ホームページアドレス）

( ) －

１

事

業

内

容

２
支
店
・
子
会
社
の
状
況

(1)

支

店

(2)

子

会

社

支 店 ・ 店 舗 数

所在地国１

海 外

有(1)
取
引
種
類

輸
入

輸
出

輸入 輸出 無

相手国 主な商品

(2) 手数料

無

４

期

末

従

事

員

等

の

状

況

(1)
期
末
従
事
員
の
状
況
（
単
位
・
人
）

常勤役員

計

計のうち代表者家族数

計のうちアルバイト数

(2)賃金の
定め方

Ａ固
定給

Ｂ歩
合給

ＡＢ
併用

(3)社宅・寮
の 有 無

５

Ｐ

Ｃ

利

用

状

況

(1)

有 無

(3) P C の

(5)会計ソフト名

８

経

理

の

状

況

(1)

管

理

者

区 分 氏 名 代表者との関係

現 金

通 帳

親
族

(2)試算表の

(4)
消

費

税

経
理
方
式

当期課税売上高

７
株主又は株式所有 有

10

主

要

科

目

売

上

原

価

の

う

ち

販

管

費

の

う

ち

売 上 （ 収 入 ） 高

上記のうち兼業売上（収入）高

売 上 （ 収 入 ） 原 価

期 首 棚 卸 高

原材料費（仕入高）

労 務 費

外 注 費

減 価 償 却 費

地 代 家 賃

売上（収入）総利益

役 員 報 酬

交 際 費

減 価 償 却 費

資

産

の

う

ち

負

債

の

う

ち

毎 月

給 与

配 当

おおむね
　月ごと

報酬･料金

非居住者

決算時のみ

利子等

退 職

自社ホーム

従業
員数

出 資

輸
出
入
以
外

金銭の
貸 借

ロイヤル
ティー　

不動産
の売買

役務の
提 供

そ
の
他
（ ）

証券の
売 買

作成状況

(3)源泉徴収

対象所得

(1)電子商取引

(2)

(2)販売チャネル

財務
管理

在庫・販
売 管 理

給与
管理

生産
管理

一 般

注 2

※福利厚生費等を除いてください

期 末 棚 卸 高

従 業 員 給 料

地 代 家 賃

営 業 損 益

税 引 前 当 期 損 益

資 産 の 部 合 計
(負債の部合計＋純資産の部合計)

現 金 預 金

受 取 手 形
※貸倒引当金控除前

売 掛 金
※貸倒引当金控除前、注3

棚卸資産(未成工事支出金)

貸 付 金

建 物
※減価償却累計額控除後

機 械 装 置
※減価償却累計額控除後

土 地

負 債 の 部 合 計

車 両 ・ 船 舶
※減価償却累計額控除後

支 払 手 形

個 人 借 入 金

そ の 他 借 入 金

買 掛 金
注 3

純 資 産 の 部 合 計

注 4

11代表者に対する報酬等の金額

賃借料

報酬

支払利息

貸付金

借入金

仮払金

仮受金

有

親
族

他
人

他
人

株式
交付

無

有・
売上 無

（単位：千円）

※各科目の単位：千円

※各科目の単位：千円

(資産の部合計－純資産の部合計)

( 資 産 の 部 合 計 － 負 債 の 部 合 計 )

役員又は役員報酬額の異動の有無９ 有 無

注2 運送業においては燃料費、金融業･保険代理業においては、支払利息割引料を記載してください。
注3 金融業・保険代理業においては、売掛金欄には未収利息、買掛金欄には未払利息を記載してください。
注4 「11代表者に対する報酬等の金額」の各欄は貴社(貴法人)が同族会社の場合に記載してください。

＞

＞

11 （

単

位

・

千

円

）

)百万円取引金額(

注1 (1)の有・売上欄に該当がある場合

特 別 利 益

特 別 損 失

６
販
売
形
態 注 1

(インターネット取引)

優 良
ス キ
ャ ナ(7)電帳法適用状況

(6)メールソフト名

(4)会計ソフトの利用等

利用形態

Ｐ
Ｃ
の

利

用

Ｐ
Ｃ
の

Ｏ

Ｓ

Windows Mac Linux

その他 ( )

有 無

有・
仕入

有・
経費

自社ＨＰ 他社ＨＰ

(5)
社
内
監
査

税 抜
経理方式

税 込
経理方式

実施の有無

（ ）

有 無

ページの

有 無
法人
番号

有

無

相手国 主な商品

３
海
外
取
引
状
況

の
海
外
取
引

国
内

海

外

国
内

海

外

支 店 ・ 店 舗 数

所在地国２ 従業
員数

出 資

子会社名称

子会社名称

子会社の数

国 内 子 会 社 の 数
うち出資割合が
50％以上の海外
子 会 社 の 数

％

％

( )業

「
10

代
表
者
に
対
す
る
報
酬
等
の
金
額
」
の
各
欄
は
、

割合％

割合％

令和

令和

異動の有無 株式交付
うち

印
付

受署
務

税

Ｏ
Ｃ
Ｒ
入
力
用(

こ
の
用
紙
は
機
械
で
読
み
取
り
ま
す
。
折
っ
た
り
汚
し
た
り
し
な
い
で
く
だ
さ
い
。)

国内及び海外の地域社会経
済の強化・活性化に努める
営利・非営利の個人・団体
の支援

一般社団法人　わの会

080 6467 3404

大内田　治男

大内田　治男



「
　
月
別
の
売
上
高
等
の
状
況
」
欄
の
単
位
に
ご
注
意
願
い
ま
す
。

月別

12

(1)

兼

業

の

状

況

(2)
事
業
内
容
の
特
異
性

(兼業種目) (兼業割合) ％

主

な

設

備

等

の

状

況

14

事

業

形

態

15

決
済
日
等
の
状
況

月

別

の

売

上

高

等

の

状

況

18

成
績
の
概
要

19

16
税
理
士
の
関
与
状
況

加
入
組
合
等
の
状
況

17

売 上

仕 入

外 注 費

給 料

締切日

締切日

締切日

締切日

決済日

決済日

決済日

支給日

帳 簿 書 類 の 名 称

(1)

(2)

(3)

(4)

氏 名

事務所所在地

電話番号

関与状況

申告書の作成

決算書の作成

総勘定元帳の記帳

調査立会 税務相談

伝票の整理 補助簿の記帳

源泉徴収関係事務

(役職名)

(役職名)

営 業 時 間

定 休 日

開店 時 時閉店

毎週 (毎月) 曜日（　　　　　日）

帳

簿

類

の

備

付

状

況

売 上 ( 収 入 ) 金 額
外 注 費 人 件 費

従 事

員 数

月

月

月

月

月

月

月

月

月

月

月

月

計

千 人

前 期
の実績

当
期
の
営
業

仕 入 金 額

(3) 売 上 区 分 現金売上 掛 売 上％ ％

13

円

源泉徴収

税 額

＞

18

円 千円 千円 千円円 千円千 千円

20
年
末
調
整
関
係
書
類

の
電
子
化
の
状
況

年末調整関係申
(1) (2) (3) (4)

(5) (6)

告書の取扱

年末調整手続で

のシステム利用

年末調整関係申告書の電

磁的方法での受付の可否

保険料等の支払を証
する書類の電磁的方
法での受付の可否

従業員による保険料等の
支払を証する書類のマイ
ナポータル連携での取得

年末調整手続で利用する

システム

国税庁が提供する年末調整控除申告書作成用ソフトウェア

市販のソフトウェア

自社製ソフトウェア

（名称： ）

有

無

可

否

可

否

有

無

有

無

未

把

握

税理士法人セイコウ税研　平野英二郎

久留米市通町111-26日進ビル1F

0942-32-3111

4

5

6

7

8

9

10

11

12

1

2

3

70

10

10

20

77

110

110

77

166

　会費収入 　寄付金収入


